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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第87期

第３四半期連結
累計期間

第88期
第３四半期連結
累計期間

第87期
第３四半期連結
会計期間

第88期
第３四半期連結
会計期間

第87期

会計期間

自  平成20年
      ４月１日
至  平成20年
      12月31日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成21年
      12月31日

自  平成20年
      10月１日
至  平成20年
      12月31日

自  平成21年
      10月１日
至  平成21年
      12月31日

自  平成20年
      ４月１日
至  平成21年
      ３月31日

売上高 (百万円) 70,109 45,651 23,382 17,046 87,902

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 598 △2,566 △111 77 △1,399

四半期(当期)純損失
(△)

(百万円) △218 △3,236 △433 △223 △2,483

純資産額 (百万円) ― ― 22,509 15,815 18,772

総資産額 (百万円) ― ― 85,286 75,781 79,254

１株当たり純資産額 (円) ― ― 609.06 418.28 505.20

1株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △6.45 △95.44 △12.79 △6.59 △73.20

潜在株式調整後１株当
たり四半期（当期）純
利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 24.22 18.72 21.62

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,024 1,132 ― ― 5,952

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,379 △2,908 ― ― △7,822

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,921 633 ― ― 5,039

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 4,242 5,333 6,336

従業員数 (人) ― ― 5,774 5,599 5,757

(注)  １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記　　　

　　　　　

　 載しておりません。

２．売上高は、消費税等抜きで表示しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ　　

　 り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(人) 5,599（1,095）

（注） 従業員数は就業人員（当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者を

含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマー及び人材会社からの派遣社員）は、当第３四半期連結会計期間

の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(人) 1,771（284）

（注） 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数（パートタイマー及び人材会

社からの派遣社員）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ミクニ(E02172)

四半期報告書

 3/32



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％)

自動車関連品事業（百万円） 12,648 89.1

生活・環境関連品事業（百万円） 1,991 112.4

輸入品販売等事業（百万円） 9 39.2

合計（百万円） 14,649 91.6

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
　

(2) 商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

前年同四半期比（％)

自動車関連品事業（百万円） 21 65.1

生活・環境関連品事業（百万円） 38 177.8

輸入品販売等事業（百万円） 2,231 51.4

合計（百万円） 2,290 52.1

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3）受注状況

顧客から提示される納期の短縮化が進んだことにより受注から出荷までの期間が非常に短いため、当

社及び連結子会社は原則として一部の確定受注や過去の生産実績等を参考とした見込生産を行っており

ます。よって受注状況につきましては、記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ミクニ(E02172)

四半期報告書

 4/32



(4) 販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

前年同四半期比（％)

自動車関連品事業（百万円） 12,223 73.4

生活・環境関連品事業（百万円） 2,504 106.3

輸入品販売等事業（百万円） 2,318 53.2

合計（百万円） 17,046 72.9

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

スズキ㈱ 3,670 15.7 2,979 17.5

ヤマハ発動機㈱他 2,745 11.7 1,314 7.7

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４．上記「ヤマハ発動機㈱他」には、関係会社であるヤマハモーターパワープロダクツ㈱、ヤマハモーターエン

ジニアリング㈱を含めて表示しております。

　
　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日～平成21年12月31日）における国内外の経済情勢につ

きましては、景気の低迷が続くなか、政府の景気対策や市場の在庫調整が進展したことなどにより、国内

及び欧米市場の需要についても一部回復する動きも見られますが、一方でデフレ圧力の強まりや設備投

資の抑制、雇用情勢の悪化に伴う個人消費の低迷など、企業を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況

で推移しました。 

　当グループの主力製品が属する自動車業界におきましては、エコカー減税・補助金などの政府の景気対

策などにより一部需要の喚起が見られ、また中国市場においても四輪車需要が高まりました。二輪車需要

におきましては、アジア市場の需要は回復基調で推移しましたが、国内及び欧米市場の大型二輪車、船外

機、レジャービークルなどの需要は低迷した状況で推移しました。 

　このような経営環境における当グループの売上高は、170億４千６百万円（前年同期比 27.1% 減）とな

りました。損益につきましては、国内及び欧米市場の大型二輪車を中心とした需要は低迷しております

が、アジア市場を中心とした需要の一部が回復したことを主要因として、総労務費・経費の削減、生産の
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再配置などによる原価低減策もあり、２億１百万円の営業利益、７千７百万円の経常利益となりました

が、四半期純損益は、２億２千３百万円の損失となりました。 

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①自動車関連品事業

四輪車・二輪車・汎用エンジン用燃料供給装置類やエンジン関連機能部品類の製造販売を中心とする

自動車関連品事業の売上高は、四輪車用製品は、中国市場では需要が拡大したことにより増加しました。

また、国内市場においては、エコカー減税・補助金による需要の増加、新製品の立ち上がり、輸出の増加な

どの要因により増加しました。また、二輪車用製品につきましては、アジア市場においては、前年同期に比

べて売上は減少しているものの、需要は回復基調で推移しました。一方で国内及び欧米市場向けの大型二

輪車、船外機、レジャービークルの需要が低迷したことにより、二輪車用製品全体では大幅に減少しまし

た。 

　その結果、当事業の売上高は、122億２千３百万円（前年同期比 26.6% 減）となり、営業損益につきまし

ては、１億８千４百万円の営業利益（前年同期比66.9% 増）となりました。

②生活・環境関連品事業

ガス機器用制御機器類、車輌用暖房器類の製造販売を中心とする生活・環境関連品事業の売上高は、ガ

ス機器用制御機器類の売上高は、中国市場や南米市場での増加、国内市場においても在庫調整が進展した

ことなどにより増加しました。車輌用暖房器類は、国内市場では増加しましたが欧州市場では減少しまし

た。コンシューマ製品につきましては、個人消費が低迷しているなか、インフルエンザ対策のひとつとし

て、加湿器が着目され、携帯用加湿器や業務用加湿器が増加しました。 

　その結果、当事業の売上高は、25億４百万円（前年同期比6.3% 増）となり、営業損益につきましては、１

億８千３百万円の営業利益（前年同期比 3,048.9% 増）となりました。 

 

③輸入品販売等事業

航空機用部品、芝管理機械等の輸入販売を中心とする輸入品販売等事業の売上高は、航空機用部品の輸

入販売は、航空機業界において新機種の立ち上がりが遅れるなど、機体の生産が抑制される要因があり、

さらに、販売契約が主に米国ドルベースとなっていることから、円高基調による影響を受け大幅に減少し

ました。また、芝管理機械につきましては、ゴルフ場の入場者数は増えましたが、プレー料金の価格競争が

厳しいなかで、設備投資が抑制されるなどの影響を受けましたが、季節商品の受注もあり前年並みの売上

高となりました。 

 その結果、当事業の売上高は、23億１千８百万円（前年同期比46.8% 減）となり、営業損益につきまして

は、１億６千５百万円の営業損失（前年同期は、５千５百万円の営業損失）となりました。 
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所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

日本では、四輪車用製品は、エコカー減税・補助金による需要の増加、新製品の立ち上がり、輸出の増加

などにより増加しました。二輪車用製品につきましては、国内及び欧米市場向けの大型二輪車、船外機、レ

ジャービークルなどの需要が低迷したことにより大幅に減少しました。ガス機器用制御機器類につきま

しては、国内市場において在庫調整が進展したことなどの要因により増加しました。車輌用暖房器類は、

当第３四半期連結会計期間においては増加しました。コンシューマ製品につきましては、個人消費が低迷

しているなか、インフルエンザ対策のひとつとして、加湿器が着目され、携帯用加湿器や業務用加湿器が

増加しました。輸入品販売等事業につきましては、航空機業界において新機種の立ち上がりが遅れるな

ど、機体の生産が抑制される要因があり、さらに、販売契約が主に米国ドルベースとなっていることから、

円高基調による影響を受け大幅に減少しました。 

　その結果、日本における売上高は、117億４千１百万円(前年同期比 27.9% 減）となり、営業損益につき

ましては、２億８千２百万円の営業損失（前年同期は、７億５千４百万円の営業損失）となりました。

②北米

北米では、四輪車用製品は、景気の低迷や市場の在庫調整などにより減少しました。また、二輪車用製品

につきましても、大型二輪車、船外機、レジャービークルの需要の低迷が続いたことにより減少しました。

ガス機器用制御機器類は、南米市場向け製品が増加しました。 

　その結果、北米における売上高は、９億５百万円(前年同期比 37.8% 減）となり、営業損益につきまして

は、３千５百万円の営業利益（前年同期比 62.0% 減）となりました。  

③欧州

欧州では、国内・北米同様に景気低迷の影響を受け、二輪車用製品が減少するとともに、ガス機器需要

も低迷しました。 

　その結果、欧州における売上高は、１億７千３百万円(前年同期比 63.1% 減）となり、営業損益につきま

しては、２百万円の営業損失（前年同期は、２千１百万円の営業利益）となりました。 

④アジア

アジアでは、中国市場は内需が拡大したことにより四輪車用製品が増加しました。二輪車用製品は前年

同期に比べて減少しましたが、需要は回復基調で推移しました。 

　その結果、アジアにおける売上高は、42億２千６百万円(前年同期比 18.4% 減)となり、営業損益につき

ましては、４億６千９百万円の営業利益（前年同期比42.6% 減）となりました。 

※注　上記、所在地別セグメントにおける営業損益は「消去又は全社」の数値は含まれておりません。
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財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、757億８千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ

て34億７千３百万円減少しました。

流動資産は、311億３千７百万円となり、前連結会計年度末に比べて29億２千５百万円減少しました。こ

れは主として、現金及び預金の減少８億９千６百万円、たな卸資産の減少12億１千６百万円によるもので

あります。

固定資産は、446億４千３百万円となり、前連結会計年度末に比べて５億４千８百万円減少しました。こ

れは主として、建設仮勘定の減少12億２千５百万円によるものであります。

流動負債は、380億３千１百万円となり、前連結会計年度末に比べて10億７千８百万円減少しました。こ

れは主として、支払手形及び買掛金の減少５億３千７百万円、賞与引当金の減少７億９千５百万円による

ものであります。

固定負債は、219億３千３百万円となり、前連結会計年度末に比べて５億６千万円増加しました。これは

主として、長期借入金の増加４億２千７百万円によるものであります。

純資産の部は、158億１千５百万円となり、前連結会計年度末に比べて29億５千６百万円減少しました。

これは主として、四半期純損失32億３千６百万円による利益剰余金の減少によるものであります。

　

(2) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、当第２四半期

連結会計期間末に比べて２億６千５百万円増加し、53億３千３百万円(前年同四半期末は42億４千２百万

円)となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、８億４百万円（前年同四半期は６億１千８百万円の獲得）となり

ました。

これは主に、売上債権の増加20億５千５百万円に対し、減価償却費10億６千２百万円の計上、仕入債

務の増加18億１千２百万円による収入が上回ったためであります。前年同四半期は売上債権の減少１

億２千５百万円、たな卸資産の増加４億３千３百万円に対し、減価償却費９億７千２百万円、仕入債務

の増加５億７千２百万円がありました。

　なお、当第３四半期連結累計期間において獲得した資金は、11億３千２百万円となっております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、５億２千万円（前年同四半期は17億８百万円の使用）となりまし

た。

これは主に、有形固定資産の取得による支出５億５千１百万円、および、定期預金預入による支出１

億４千２百万円によるものであります。前年同四半期は有形固定資産の取得による支出19億８千８百

万円がありました。

　なお、当第３四半期連結累計期間において使用した資金は、29億８百万円となっております。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は、１億４千５百万円（前年同四半期は30億９百万円の獲得）となり

ました。

これは主に、長期借入金の借入れによる収入９億９千９百万円、長期借入金の返済支出８億７千万円

によるものであります。前年同四半期は短期借入金の純増額10億４千１百万円、長期借入金の借入によ

る収入27億５千万円、長期借入金の返済支出７億７千万円がありました。

　なお、当第３四半期連結累計期間において財務活動の結果獲得した資金は６億３千３百万円となって

おります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、７億２千７百万円であり

ます。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の

新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 110,000,000

計 110,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,049,42334,049,423
東京証券取引所
（市場第二部）

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる
株式であり、単元株式数は
1,000株であります。

計 34,049,42334,049,423― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
 

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
 

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 34,049,423 ― 2,215 ― 1,700

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　    138,000― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 33,573,000 33,573 ―

単元未満株式 普通株式　    338,423― ―

発行済株式総数            34,049,423― ―

総株主の議決権 ― 33,573 ―

(注)  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ミクニ
東京都千代田区外神田
六丁目13番11号

138,000 － 138,000 0.41

計 ― 138,000 － 138,000 0.41

(注)  当第３四半期末現在の自己株式数は、140,524株であります。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 123 123 147 137 142 143 135 128 114

最低(円) 108 108 120 116 128 124 106 105 98

(注)  最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

（１）新任役員　該当事項はありません。

 

（２）退任役員　該当事項はありません。

 

　（３）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏　　　名 異 動 年 月 日

取締役　執行役員
財務・経理担当
経営企画・管理本部
財務経理・情報統括部長

取締役　執行役員
財務・経理担当
経営企画・管理本部
財務・経理統括部長

櫻井　榮一 平成21年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、監査法人日本橋事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期
連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,881 6,777

受取手形及び売掛金 *4
 13,893 14,068

商品及び製品 5,102 6,114

仕掛品 2,928 2,953

原材料及び貯蔵品 1,390 1,570

その他 2,038 2,667

貸倒引当金 △98 △89

流動資産合計 31,137 34,062

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） *1
 10,343

*1
 10,657

機械装置及び運搬具（純額） *1
 8,240

*1
 8,428

工具、器具及び備品（純額） *1
 2,097

*1
 1,968

土地 13,054 13,035

建設仮勘定 1,696 2,921

有形固定資産合計 35,432 37,011

無形固定資産

のれん 227 254

その他 927 794

無形固定資産合計 1,154 1,049

投資その他の資産 *3
 8,056

*3
 7,131

固定資産合計 44,643 45,192

資産合計 75,781 79,254

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 *4
 8,714 9,251

短期借入金 22,281 21,713

1年内返済予定の長期借入金 3,376 3,392

未払法人税等 70 156

賞与引当金 337 1,132

その他 3,251 3,462

流動負債合計 38,031 39,109

固定負債

長期借入金 13,187 12,759

退職給付引当金 4,428 4,350

その他 4,317 4,263

固定負債合計 21,933 21,372

負債合計 59,965 60,482
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(単位：百万円)

当第３四半期
連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,215 2,215

資本剰余金 1,700 1,700

利益剰余金 6,298 9,570

自己株式 △43 △42

株主資本合計 10,170 13,442

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 864 573

繰延ヘッジ損益 △6 13

土地再評価差額金 4,503 4,503

為替換算調整勘定 △1,349 △1,400

評価・換算差額等合計 4,012 3,691

少数株主持分 1,632 1,638

純資産合計 15,815 18,772

負債純資産合計 75,781 79,254
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 70,109 45,651

売上原価 61,724 41,897

売上総利益 8,384 3,754

販売費及び一般管理費 *
 7,709

*
 6,093

営業利益又は営業損失（△） 674 △2,338

営業外収益

受取利息 26 25

受取配当金 61 46

受取賃貸料 271 172

負ののれん償却額 2 －

助成金収入 － 130

その他 373 187

営業外収益合計 736 562

営業外費用

支払利息 415 374

持分法による投資損失 28 29

退職給付会計基準変更時差異の処理額 146 146

為替差損 45 93

その他 176 146

営業外費用合計 812 790

経常利益又は経常損失（△） 598 △2,566

特別利益

固定資産売却益 3 37

関係会社株式売却益 － 21

貸倒引当金戻入額 7 －

その他 0 3

特別利益合計 10 61

特別損失

固定資産除売却損 47 23

退職特別加算金 － 9

その他 11 27

特別損失合計 58 60

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

550 △2,565

法人税等 441 620

少数株主利益 327 51

四半期純損失（△） △218 △3,236
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 23,382 17,046

売上原価 20,813 14,789

売上総利益 2,568 2,256

販売費及び一般管理費 *
 2,507

*
 2,054

営業利益 61 201

営業外収益

受取利息 5 7

受取配当金 21 16

受取賃貸料 133 58

助成金収入 － 69

その他 138 60

営業外収益合計 298 212

営業外費用

支払利息 145 122

持分法による投資損失 4 3

退職給付会計基準変更時差異の処理額 48 48

為替差損 208 109

その他 63 51

営業外費用合計 470 337

経常利益又は経常損失（△） △111 77

特別利益

固定資産売却益 1 7

貸倒引当金戻入額 1 －

関係会社清算益 － 3

その他 0 0

特別利益合計 3 10

特別損失

固定資産除売却損 16 10

投資有価証券評価損 5 0

その他 0 13

特別損失合計 23 24

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△131 63

法人税等 194 254

少数株主利益 107 32

四半期純損失（△） △433 △223
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

550 △2,565

減価償却費 2,874 3,096

負ののれん償却額 △2 －

のれん償却額 － 63

持分法による投資損益（△は益） 28 29

関係会社株式売却損益（△は益） － △21

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9 77

賞与引当金の増減額（△は減少） △761 △795

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 12

受取利息及び受取配当金 △87 △72

支払利息 415 374

為替差損益（△は益） 96 △4

固定資産除売却損益（△は益） 44 △13

売上債権の増減額（△は増加） 1,145 231

未収入金の増減額（△は増加） 403 164

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,371 1,335

前渡金の増減額（△は増加） 26 4

仕入債務の増減額（△は減少） △137 192

未払金の増減額（△は減少） △162 △4

その他 460 △518

小計 3,513 1,588

利息及び配当金の受取額 252 194

利息の支払額 △420 △364

法人税等の支払額 △321 △284

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,024 1,132

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △183 △142

定期預金の払戻による収入 135 31

貸付けによる支出 △19 △69

貸付金の回収による収入 21 41

関係会社株式の取得による支出 △908 △600

関係会社株式の売却による収入 172 4

投資有価証券の取得による支出 △4 △4

投資有価証券の売却による収入 16 0

有形固定資産の取得による支出 △5,297 △2,623

有形固定資産の売却による収入 721 731

無形固定資産の取得による支出 △78 △337

その他 44 60

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,379 △2,908
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 4,870 2,974

短期借入金の返済による支出 △4,220 △2,393

長期借入れによる収入 5,350 3,149

長期借入金の返済による支出 △2,533 △2,736

自己株式の取得による支出 △3 △0

配当金の支払額 △381 △35

少数株主への配当金の支払額 △159 △138

その他 － △184

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,921 633

現金及び現金同等物に係る換算差額 △244 139

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 321 △1,002

現金及び現金同等物の期首残高 3,370 6,336

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

549 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 *
 4,242

*
 5,333
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している減価償却資産について、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

２．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が無いと認めら

れるので、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率の合理的な基準を使

用して貸倒見積高を算定する方法によっております。

３．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第

２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する

方法によっております。また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法に

よっております。

４．経過勘定項目の処理方法 　重要な差異が生じないと認められるものについて、合理的な算定方法による概算

額で計上する方法によっております。

５．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　当社及び一部の連結子会社は法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減

算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度から業績や経

営環境に著しい変化がなく、かつ、一時差異の発生状況に大幅な変動がないと認め

られるので、前連結会計年度末に使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１．税金費用の計算 　税金費用については、一部の連結子会社は、当第３四半期連結会計期間を含む連

結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する

方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

　

【追加情報】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

ります

建物及び構築物 17,306百万円

機械装置及び運搬具 30,522百万円

工具、器具及び備品 14,269百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

ります

建物及び構築物 16,801百万円

機械装置及び運搬具 30,077百万円

工具、器具及び備品 13,551百万円

　２　保証債務 

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対

し次のとおり保証を行っております。

㈱ミクニ　エステート 4百万円

　計 4百万円

２　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対

し次のとおり保証を行っております。

㈱ミクニ　エステート 11百万円

　計 11百万円

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 206百万円

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 203百万円

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、当第３四半期連結会計期間の末日が金

融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。当第３四半期連結

会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。

受取手形 32百万円

支払手形 199百万円

　───────────────────────

　 　

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 160百万円

退職給付費用 48百万円

給料手当・賞与 2,192百万円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 84百万円

退職給付費用 61百万円

給料手当・賞与 1,867百万円

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 160百万円

退職給付費用 15百万円

給料手当・賞与 854百万円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 84百万円

退職給付費用 20百万円

給料手当・賞与 558百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

　 (百万円)

現金及び預金勘定 4,290

預入期間が３か月を超える定期預

金
△48

現金及び現金同等物 4,242

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

　 (百万円)

現金及び預金勘定 5,881

預入期間が３か月を超える定期預

金
△547

現金及び現金同等物 5,333

　
　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１

日　至　平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 34,049千株

　

２．自己株式の種類及び総数

普通株式 140千株

　

３．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 33 1 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

　

４．株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

　
自動車関連品
事業
(百万円)

生活・環境
関連品事業
(百万円)

輸入品販売等
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

16,664 2,357 4,360 23,382 － 23,382

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

－ － － － － ―

計 16,664 2,357 4,360 23,382 － 23,382

営業利益又は営業損失（△） 110 5 △55 61 － 61

　

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　
自動車関連品
事業
(百万円)

生活・環境
関連品事業
(百万円)

輸入品販売等
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

12,223 2,504 2,318 17,046 － 17,046

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

－ － － － － ―

計 12,223 2,504 2,318 17,046 － 17,046

営業利益又は営業損失（△） 184 183 △165 201 － 201

　

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　
自動車関連品
事業
(百万円)

生活・環境
関連品事業
(百万円)

輸入品販売等
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

48,938 6,204 14,966 70,109 － 70,109

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

－ － － － － ―

計 48,938 6,204 14,966 70,109 － 70,109

営業利益又は営業損失（△） 663 △338 350 674 － 674
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当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　
自動車関連品
事業
(百万円)

生活・環境
関連品事業
(百万円)

輸入品販売等
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

30,917 5,688 9,045 45,651 － 45,651

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

－ － － － － ―

計 30.917 5,688 9,045 45,651 － 45,651

営業利益又は営業損失（△） △2,465 87 39 △2,338 － △2,338

（注）１．事業区分の方法

　　事業は、製造方法及び販売方法の類似性等に基づき区分しております。

２．各事業区分の主要製品

事業区分 売上区分 主要製品

自動車関連品事

業

燃料噴射関連品 スロットルボデー、ディスチャージポンプ、センサ類

気化器類 二輪車用気化器、汎用気化器、気化器部品類、ダイカスト製品類

補器類
樹脂インテークマニホールド、セカンドエアバルブ、

可変バルブタイミングシステム

ポンプ類 オイルポンプ、ウォーターポンプ、樹脂燃料ポンプ、燃料ポンプ

生活・環境関連

品事業

ガス制御機器類 ガス用立ち消え安全装置、電磁弁、ガス用比例制御弁

暖房器類 バス用ヒータ、建設機械用ヒータ、小型温気ヒータ、加湿器

福祉介護機器類 医療・福祉機器

健康・美容機器

類
噴霧機器、酸化イオン水生成器

その他 基板類、チャイルドシート、携帯用加湿器

輸入品販売等事

業

航空機部品類 航空宇宙用機器・部品・附属品、航空機部品

芝刈り機類 芝刈機、芝管理機械、ゴルフカート、ゴルフ場整備機械

その他 不動産管理等

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

16,2781,454 469 5,17923,382 － 23,382

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,937 3,351 60 1,286 6,635(6,635) －

計 18,2154,805 529 6,46530,017(6,635)23,382

営業利益又は営業損失（△) △754 93 21 818 178 (117) 61

　

EDINET提出書類

株式会社ミクニ(E02172)

四半期報告書

25/32



当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

11,741 905 173 4,22617,046 － 17,046

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,797 1,230 29 616 3,673(3,673) －

計 13,5382,135 202 4,84220,720(3,673)17,046

営業利益又は営業損失（△) △282 35 △2 469 220 (18) 201

　

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

50,1943,936 1,08714,89070,109 － 70,109

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

6,926 8,984 150 3,17719,239(19,239) －

計 57,12012,9201,23818,06889,348(19,239)70,109

営業利益又は営業損失（△) △939 133 41 1,874 1,110 (435) 674

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

32,4082,375 585 10,28145,651 － 45,651

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,818 5,343 75 1,76312,001(12,001) －

計 37,2277,718 660 12,04557,652(12,001)45,651

営業利益又は営業損失（△) △2,680 15 △39 587 △2,117 (220)△2,338

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　(1）北　米……米国

　(2）欧　州……ドイツ

　(3）アジア……中国、台湾、タイ、インドネシア
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日)

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,207 495 5,691 489 7,883

Ⅱ　連結売上高(百万円) － － － － 23,382

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.2 2.1 24.3 2.1 33.7

　

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日)

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 776 372 4,995 77 6,221

Ⅱ　連結売上高(百万円) － － － － 17,046

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.6 2.2 29.3 0.5 36.5

　

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日)

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,412 1,441 16,412 1,166 22,433

Ⅱ　連結売上高(百万円) － － － － 70,109

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.9 2.1 23.4 1.7 32.0

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日)

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,051 1,070 11,816 254 15,192

Ⅱ　連結売上高(百万円) － － － － 45,651

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.5 2.3 25.9 0.6 33.3

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　(1）北　米……米国

　(2）欧　州……ドイツ、イタリア

　(3）アジア……中国、台湾、韓国、タイ、インド、インドネシア

　(4）その他……ニュージーランド、オーストラリア、イラン、ブラジル他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日)

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

　 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 1,942 3,385 1,442

(2）債券 　 　 　

　　　国債・地方債等 － － －

　　　社債 － － －

　　　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 1,942 3,385 1,442

（注） 当四半期連結会計期間において、その他有価証券で時価があるものについて1百万円減損処理を行なっていま　　　　

　   す。減損処理に当たっては、四半期連結会計期間末の時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄につい

　　 ては原則として減損処理を行っております。なお、上記取得原価は当該減損処理後の金額となっております。

　　

(１株当たり情報)

　１．１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

 

１株当たり純資産額
 

418.28円
　

 

１株当たり純資産額
 

505.20円
　

　

　２．１株当たり四半期純損失金額

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △6.45円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △95.44円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期純損失（△）（百万円) △218 △3,236

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △218 △3,236

期中平均株式数（千株） 33,924 33,911
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前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △12.79円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △6.59円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

四半期純損失（△）（百万円) △433 △223

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △433 △223

期中平均株式数（千株） 33,918 33,910

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ミクニ(E02172)

四半期報告書

29/32



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ミクニ(E02172)

四半期報告書

30/32



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

株式会社　ミ　ク　ニ

取締役会  御中

　

監査法人　日本橋事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    木　下　雅　彦    　　印

　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡　邉　　　均      　印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ミクニの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ミクニ及び連結子会社の平成20年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

株式会社　ミ　ク　ニ

取締役会  御中

　

監査法人　日本橋事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    木　下　雅　彦 　　   印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡　邉　　　均   　　 印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ミクニの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ミクニ及び連結子会社の平成21年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社ミクニ(E02172)

四半期報告書

32/32


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

